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http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kokunaitoushi/pdf/007_07_00.pdf 

パリ協定における「長期目標」と「長期戦略」 
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(IPCC 第5次評価第三部会報告書、 2014年)  

大規模排出削減のIPCCシナリオ 
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(IPCC 第5次評価第三部会報告書、 2014年)  

温室効果ガス排出は増加してきた 



環境省資料 http://www.env.go.jp/press/103822/105478.pdf 

諸国の数値目標の合計は２度シナリオに達しない 

（出所）UNFCCC「Aggregate effect of the intended nationally determined contributions: an update(2016) 



CO2を植林で吸収し、木材を燃やして発電し、CO2を地中に埋める 

出典：Global CCS institute 
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⇒数値モデルの「解」ではあるが、シナリオの実施可能性には疑問あり。 

バイオエネルギーとＣＯ２回収貯留（BECCS) 
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シナリオとイノベーション 
   
• IPCCシナリオにおいて、イノベーションは多様な方法で表現されてきた。 
 - マクロには： 過去の外挿、全要素生産性の改善、弾性値、 
 - ミクロには： 個別の技術予測、技術コストの低減、習熟曲線 
 だが、以上の方法論には限界。例．未知の技術を扱えない。 
 
• そもそも技術予測は難しい。 
 - シェールガス IPCC 2007年報告で殆ど言及なし -> 2014年報告までに大量生産 
 - 運輸部門  IPCC 2014年報告で「最も削減困難」-> その後、自動運転、EV、カーシェ
アリングが発展。2021年報告では？ 
    

⇒定量化が難しいことを理由に深入りを避けてはいけない。長期戦略においてはイノ
ベーションが本質である以上、イノベーションを検討の中心に据えた長期シナリオを構
築すべきである。 



２. 地球温暖化対策長期戦略の検討状況 
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http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kokunaitoushi/pdf/007_07_00.pdf 

諸外国の長期戦略 “ビジョン” 
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日本の長期戦略検討状況： 共通項は「イノベーション」 

     資源エネルギー庁「エネルギー基本計画の検討について」  http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/021/pdf/021_005.pdf 



内閣府 http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/juyoukadai/wg_enekan/4kai/shiryo1.pdf 

エネルギー・環境イノベーション戦略 



内閣府 総合科学技術・イノベーション会議「第５期科学技術基本計画」 （平成28～平成32年度）平成28年1月閣議決定。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf 

第５期科学技術基本計画（超スマート社会） 



新産業構造ビジョン(抜粋） 

 

経産省HP http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007-2.pdf 



16 

「温暖化対策イノベーション」は真空から生まれるものではない。 
 ICT等の科学技術イノベーション全般の推進が重要。 

イノベーションの構造： ディープラーニングの例 



3. ICTによる大幅なCO2排出削減の可能性 
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平成27年版情報通信白書 特集テーマ 「ICTの過去・現在・未来」 
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/pdf/n5400000.pdf 
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IOTはあらゆる分野で活用される 



・IOT＝モノではなくサービスを売ること 

大野治(2016) IOTで激変する日本型製造業ビジネスモデル、日刊工業新聞社 

運用サービス 

導入サービス 

アプリケーション・ソフトウェア 

アナリティクス・ソフトウェア 

プラットフォーム 

クラウド 

コネクティビティ 

モノ 
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IOT ≠ モノをつなぐ 



 
 

 航空エンジン 

 タイヤ 

 マイクロセンサー 

 LED照明 
 

企業と顧客が近くなり、共通の便益のために
無駄を減らす（省エネ） 
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サービスを売る事例 

大野治(2016) IOTで激変する日本型製造業ビジネスモデル、日刊工業新聞社 



ICTは省エネを妨げるバリアを除く 

• ICTによる改善見込み大 

 省エネ情報の収集・分析 

 

• ICTによる改善見込み有り 

 ICTによる生産工程管理・改善 
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「省エネ行動とエネルギー管理に関する研究会 とりまとめ 日本エネルギー経済研究所 2011年  
http://eneken.ieej.or.jp/data/4049.pdf」 に筆者加筆。  

http://eneken.ieej.or.jp/data/4049.pdf
http://eneken.ieej.or.jp/data/4049.pdf
http://eneken.ieej.or.jp/data/4049.pdf


「移動パターン不変」の前提で
自動運転車シェアリングの効果
分析 
 

車両数は現状の１０％以下しか
必要なくなる。 
 

ありえない前提だが、定量的分
析が可能になった 
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リスボンの自動運転車シェアリング分析 



• 自動運転車、EV、カーシェアリング
(=3R)に依り大幅な経済便益とCO2削減。 
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地球規模の運輸部門CO2シナリオ 



内燃自動車全廃の発表（英２０４０、仏２０４０、インド２０３０） 

背景： イノベーション、クリーンディーゼル・スキャンダル 

現状： EVは４０万台／年／世界、技術も課題あり 

 

政治： PVブームの再現？  

技術： 3R(EV+自動運転+カーシェアリング)は 

    イノベーションの起爆剤に 

        グーグル、アマゾン等のR&D～１兆円/年～トヨタ自動車。 

   

 

 

EVブーム 



運輸部門： ３R(EV+自動運転+カーシェアリング）、   

家庭、業務部門： 空家・空室の稼働率向上。ロボット（足、頭、
目、腕）：人の居る場所・時間だけ適切に空調・照明する。完璧
なエネルギー管理を実践する（夜間に窓を開けて冷気を導入する、
ブラインドを閉める、すだれを下げる．．） 

産業部門： 生産工程のコスト最適化で省エネも実施。産業用ロ
ボット。IOTでサービスを売るー＞ モノの高稼働率化、長寿命
化、リサイクル 

ドライバー １）テクノロジー、２）環境制約、３）資源価格高騰 
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運輸部門はIOTの１対象。変化は全部門で起きる。 

⇒ CO2はどこまで減らせるのか？ 



• 自動車の稼働率は４％ 
 

• 空き家が１３％ 
 

• 薬は半分以上の人が飲み残す 
 

• 食品は３分の１が廃棄される 
 

• 女性のクローゼットには未使用の服が２２着 
 

• ホテルは４割が空き室 
(レイシー＆ルトクヴィスト(2015) サーキュラーエコノミー、日本経済新聞出版社 p411、他) 

26 

無駄はあらゆる部門に存在する 



例）GPSの場合は： 

物流改善・紙使用減で省エネ、 

GPS機器生産・使用・廃棄の増エネ、 

混雑減で物流増大で増エネ、 

時間が余って経済活動増大で増エネ、 

自動運転に波及して省エネ、増エネ、 

利便性向上で物流増大で増エネ.. 

 

複雑な計算。個々の技術については 

大幅省エネ～増エネまで誤差大。 
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ICTによる省エネ効果試算のレビュー 

 
不確実性は大きい。試算は予測では無く、洞察を得るためのもの。 



GeSI*  “Smarter2030”   

•世界全体で2030年に12GtCO2の削減ポテンシャル（cf 現在世界～33Gt) 

 運輸3.0、製造業2.7、農業2.0、民生2.0、エネルギー1.8 

•使用事例(Use Case)毎の積上げ 

   Smart-Energy, S-Manufacturing, S-Agricalture, S-Logistics,  

   Connected Private Transportation, S-Building, Traffic Control, 

   E-Work, E-Health, E-Commerce, E-Learning, E-Banking 

 例：E-Health：f(病院の数、CO2排出; 病院の距離・燃費・患者数..) 

• リバウンド効果は10～30％程度と想定 

 

 28 28 
*About GeSI： The Global e-Sustainability Initiative (GeSI) is a strategic partnership of Information and Communication Technology (ICT) companies and 
organizations committed to creating and promoting technologies and practices to foster economic, environmental and social sustainability. 

http://smarter2030.gesi.org/downloads/Full_report.pdf 



運輸・
民生は
電化に
期待 
あり 

ICT等の

イノベー
ションで 

製品・
サービス 

需給が
変わる 

産業・
農業は
電化に
限界 
あり 
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温暖化対策の長期戦略 

注目！ 

(IPCC 第5次評価第三部会報告書、 2014年に筆者加筆)  

ビジョンとしての地球温暖化対策長期戦略（～2050年）は、製品・サービス
がICT等のイノベーションによって大きく変わることを念頭に置くべきである 



 

イノベーション自体は「環境中立」に起きる 
 

  ＊ICTによる効率↑ → サービス供給↑（リバウンド効果）  

             →  環境負荷↑？ 

  ＊ICTによる効率↑ → 資源価格↓  →  使い捨て↑？   

  ＊技術情報がタダ  → 資源の無駄が減る  → 効率の最大化？ 

         OR → 人を騙すコストがタダ  → 浪費の最大化？ 
 

⇒ 一定の「環境規制」は必要。だが、イノベーションを阻害しては元
も子もない。 

 

 

  

   

イノベーションと環境のバランス 



４. まとめ 

31 



イノベーションが温暖化対策の本質。イノベーションを検討の中
心に据えて長期的な温暖化対策シナリオを構築すべきである。 

「温暖化対策イノベーション」は真空から生まれるものではない。 
ICT 等の科学技術全般のイノベーション推進が重要。 

温暖化対策シナリオにおけるイノベーションの試算は、予測では
無く、洞察を得るために実施すべきである。 

地球温暖化対策の長期戦略（～2050年）は、製品・サービスが
ICT等のイノベーションによって大きく変わることを念頭に置く
べきである。 

ICT等のイノベーションには、長期的に見て(～2050年)、大規模
なCO2排出削減のポテンシャルがある。 
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まとめ 


